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2007（平成19） 2008（平成20） 2009（平成21） 2010（平成22） 2011（平成23）
経常収支比率（％） 93.2 95.5 97.3 100.1 100.2
職員給与費対医業
収益比率（％） 55.3 55.7 55.0 53.3 53.5




























病院数 982 973 957 936 916 883 863
地方公営企業法一部適用 794 682 639 577 538 475 442































指定管理者 8 40 46 53 56 65 67


























































































































































































































































































































































 横浜市ホームページhttp://www. city. yokohama. jp/（2009/10）（2011/9）（2013/8）
 横浜市立みなと赤十字病院ホームページhttp://www. yokohama. jrc. or. jp/（2009/10）（2011/9）（2013/8）。
32） 利用料金制は，指定管理者制度を導入している公の施設の利用料金について，自治体ではなく指定管理
者が直接収受する制度である。
33） 政策的医療の11とは，24時間365日の救急医療，小児救急医療，輪番制救急医療，母児二次救急医療，
精神科救急医療，精神科合併症医療，緩和ケア医療，アレルギー疾患医療，障害児（者）合併症医療，
災害時医療，市民の健康危機への対応である。
34） 筆者博士論文「第3章」65頁。
35） 齋藤貴生（2012）『自治体病院の経営改革』九州大学出版会　35―37頁。
36） 静岡県立病院機構には2011年12月5日にヒアリング調査を実施，平成21年4月に法人化し，その実績を
上げている。静岡市全域の東西南北に長く，面積が広大なこと，人口が多い医療圏であり，市立の2病院，
赤十字病院，JA静岡厚生病院，JA清水厚生病院，社会保険桜ヶ丘総合病院があり，圏域の急性期医療を担っ
ている病院が多い。圏域全体の医療体制維持のために，公的病院やその他の病院との連携強化を一層進
めること，救命救急，周産期等の高度医療や精神医療等，県中部また全県を対象とした医療も担ってい
ることから，その期待度が高い医療圏の中にある。
37） 厚生労働省（2011）「第2部第2章第5節健康な生活と安心で質の高い医療の確保等のための施策の推進」
『平成22年版厚生労働白書』　日経印刷KK　200頁。
38） 厚生労働省「第3回医療評価委員会資料」より。
39） 全国自治体病院協議会［自治体病院の倫理綱領］より，2013年5月24日作成。
 「自治体病院は都市部からへき地に至るさまざまな地域において，行政機関，医療機関，介護施設等と連
携し，地域に必要な医療を公平・公正に提供し，住民の生命と健康を守り，地域の健全な発展に貢献す
ることを使命とする」
40） ①2007（平成19）年10月実施「ソーシャル・キャピタルと地域における実態調査」（自治体病院1112施
設を対象，294施設の回答あり）文部科学省科学研究費助成の共同研究による。
 共同研究担当者：日本大学法学部　稲葉陽二教授，日本大学法学部　矢野聡教授，独立行政法人統計数
理研究所　吉野諒三教授，明治学院大学社会学部　宮田加久子教授
 ②2005（平成17）年5月実施「愛知県内の自治体病院実態調査」（37病院中，33病院回答あり）
 横井由美子（2006）修士論文「自治体病院における組織活性化への課題と看護職の役割」
41） 宮川公男・大守隆共著（2005）『ソーシャル・キャピタル』東洋経済新報社　21頁。
42） 厚生労働省編（2005）『厚生労働白書平成17年版』ぎょうせい　第4節35頁。
